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【報告】

日本版 CTL アセスメントツールの開発
Development of Assessment Tool of Center for Teaching and Learning in Japan

 

 

 

　本研究は、日本における大学教育センター等を評価するためのアセスメントツールを開発

することを目的とし、望ましい基準とはいかなるものかを明らかにする。大学教育センター

等は、主として大学教育の改善を担う組織であり、日本の約半数の大学が設置しているが、

センターそのものの組織体制やサービスを評価するための基準は定かでない。

　そこで、本研究では 3 つの段階に分けて、基準の開発に取り組んだ。第 1 に、米国におけ

る CTL のアセスメントツールである「A CENTER FOR TEACHING AND LEARNING 

MATRIX」を日本語に直訳した。第 2 に、この「直訳版」について日本の大学教育センター

等の関係者から意見を収集し、日本の文脈に合わせた表現に変更した「意訳版」を作成した。

第 3 に、意訳版を用いて実際に自組織を評価していただき、評価基準について改善すべき点

をヒアリングした。そして、その結果を踏まえた「日本版 CTL アセスメントツール」（日本

版 CTL アセスメント基準および活用ガイドライン）を完成させるに至った。今後は、本評価

基準をいかに活用しうるかについて明らかにしていきたい。

［キーワード：大学教育センター等、教育開発、CTL、FD、ルーブリック、アセスメント］

　1. はじめに

　日本において大学教育センター等（以下、セン

ター）が広まったきっかけは、1991 年の大学設

置基準の改正にあるとされる。この改正により、

全国の国立大学を中心に教養部の廃止が進み、そ

の後継あるいは代替組織としてセンターが設置さ

れた（川島、2008）。また、1990 年代から大学教

育の改善が強く求められるようになり、とりわけ

ファカルティ・ディベロップメント（FD）の組

織的な取り組みが推奨、努力義務、そして義務化

されるにいたった。そして、この大学教育の改善

という役割も大学教育センター等に課せられるこ

とになり、センターそのものの数も増えていく。

　田中（2009）や山田（2010）は、この間のセン

ター組織の発展経緯を、1970 ～ 80 年代の広島型

（国内外の高等教育研究に貢献することを目的と

したセンター）、90 年代の神戸型（教養部の受け

皿としてのセンター）、2000 年代の岡山型（教養

教育の充実・推進、FD の企画・実施、教育評価

の企画・実施、カリキュラムの開発・改革という

４つの機能を併せ持つセンター）に整理してい

る。

　国立教育政策研究所（2006）によると、2005

年時点で 24.6％の大学がセンターを設置してい

る。川島（2020）によると、2017 年時点ではそ

の割合が 54.9％に増加していることがわかる。ま

た、川島 (2020) の全国調査によって「大学教育

センター等を設置した理由や期待する役割や効

果」の第 1 位が「授業の質を高めるため」とな

り、「大学教育センター等の課題」の第 1 位が

「教育改善活動の全学的な取り組みの展開」、第 2

位が「教育改善活動のための組織体制の整備」と

考えられていることも示された。ここから、セン

ターに求められることは、組織的な教育改善活動

の推進にあると考えられる。

　このように、センターは量的に拡大し、その役

割や活動内容、課題等の現状についても各種調査

西野毅朗
（京都橘大学）

・ 杉森公一＊

（北陸大学　非会員）

・吉田博
（徳島大学）

竹中喜一
（愛媛大学）

佐藤浩章
（大阪大学）

・

Takero Nishino
(Kyoto Tachibana University)

Kimikazu Sugimori
(Hokuriku University)

・

Yoshikazu Takenaka
(Ehime University)

Hiroshi Yoshida
(Tokushima University)

Hiroaki Sato 
(Osaka University)

・ ・



─ 47 ─

が明らかにしてきた。しかし、センターそのもの

の質をいかに評価し改善していくかという研究は

これまでほとんどなされてこなかった。

　FD 組織の改善を目的とした希少な先行研究と

して、池田他（2005）がある。「ミッションと戦

略計画」「組織体制」「個別 FD サービス活動」

「集団 FD プログラム活動」「リサーチとリソース」

「戦略マネジメントの体制」という 6 つの要件に

ついて、3 段階の水準を設けた「FD 組織化ベン

チマーク表」を作成し、それに基づいて米国の

グッド・プラクティスを分析し、自学のセンター

活動の改善に結びつけた。一方、この研究で用い

られた「FD 組織化ベンチマーク表」は要件と水

準が具体化されておらず、多様なセンター組織を

評価し、改善の方針を導き出すためには不十分で

あるという大きな課題がある。また、この表を用

いて分析したベンチマーク大学は米国の大学であ

り、日本の大学にどの程度適用できるかも不明で

ある。

　そこで本研究では、日本の多様な大学教育セン

ター等が個別の現状を分析し、組織の改善方針を

導き出せるアセスメントツールを開発することを

目的とする。

　2. 方法

　本目的の達成のために、米国における大学教育

センター等にあたる CTL（Center for Teaching 

and Learning） の 評 価 基 準「A CENTER FOR 

TEACHING AND LEARNING MATRIX」（Collins, 

et al.,2018）を参照しつつ、日本の複数の大学の

センター教職員と共に日本の文脈に合った評価基

準を策定した。

　同基準は、American Council on Education がβ

版を開発し、さらに同協会と POD Network が共

同で改訂を行い、2018 年に公開されたものであ

る。3 カテゴリー 17 観点、3 基準 6 段階で構成さ

れたルーブリックになっている。この評価基準

は、センターの目標設定や戦略・計画の立案、ベ

ンチマーク、振り返りの枠組みとして活用するこ

とが意図されており、国際的な汎用性も考慮して

作成されているため、本研究の目的を達成するた

めの出発点として最適であると判断した。一方、

米国を中心とした国際的な汎用性と日本の実情が

合わない部分も多々あると考え、同基準の邦訳だ

けでなく、日本のセンターに属する教職員に対し

て使用感を確認し、基準そのものを改訂すること

を試みた。

　具体的には、3 回のワークショップを開催し、

3 つの段階を踏んで改訂した。各ワークショップ

の参加者は設置形態や規模の異なるセンターに所

属する教職員であり、毎回参加した者もいれば、

1 回のみ参加した者もいた。1 回目は対面で実施

したが、2 回目と 3 回目はコロナ禍であることを

踏まえ、オンラインで実施した。なお、オンライ

ンでも自由闊達な意見共有が行えるようブレイク

アウトルームを活用し 1 グループ 5 名以下で議論

を行い、各グループの議論の成果を集約する形で

基準を修正していった。

　第 1 段階は、「直訳版」の作成および「意訳版」

への修正である。2019 年 9 月に 8 名でワーク

ショップを行い、直訳版のなかで意味の通らない

箇所や日本の文脈に合わない表現を洗い出し、修

正した。

　第 2 段階は、「意訳版」から「日本版」への修

正である。2019 年のワークショップの成果を受

けて「意訳版」を作成し、2020 年 9 月に 18 名で

ワークショップを行った。ここでは事前に「意訳

版」を用いて自組織を評価してもらい、評価しに

くかった点や分かりにくかった点、修正すべき点

等を洗い出した。

　第 3 段階は、「日本版」の精度の確認である。

2020 年のワークショップの成果を受けて、より

日本の文脈に則した「日本版」を作成した。さら

に、基準表の使い方や、分かりにくい表現につい

て説明した「ガイドライン」も作成した。これら

を用いて 2021 年 9 月に 3 回目のワークショップ

を行った。「日本版」（資料 1 ～ 3）および「ガイ

ドライン」（資料 4）を用いた自組織の評価を 10

名で行い、各センターを適切に評価できるかを確

認した。

　3. 結果

　2021 年のワークショップの結果、「日本版」は

現職センター教職員も違和感なく活用することが

でき、各センターを適切に評価できると認められ

た。

　最初に作成された「直訳版」は、組織構造、資

源分配とインフラ、プログラムとサービスの 3 カ

テゴリー 17 観点で構成されていた。3 回のワー

クショップを経て完成した「日本版」においても

大枠の 3 カテゴリーは維持されたが、それを 19

サブカテゴリー、35 観点に分解したものとなっ
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た。ここからは、どのような修正をいかなる理由

で行ったかについて、ワークショップの結果とし

て整理する。記述にあたっては、【カテゴリー】、

< サブカテゴリー >、〔観点〕で表現した。

(1) 【組織構造】

　「直訳版」では 6 観点のみで示されていたが、

「日本版」では 7 サブカテゴリー、17 観点とした

（資料 1）。

　最も大きな変更点は、「直訳版」の〔リーダー

シップ〕と〔スタッフの専門性と準備〕を統合

し、< センター責任者 >、< センター教員 >、< セ

ンター職員 > というセンターの構成員別の基準に

した点にある。これは、日本のセンター構成員の

特徴がそのままセンター組織の特徴として立ち現

れることを意味している。たとえば、センター長

などの責任者が強力なリーダーシップを発揮する

組織があれば、専門的なスキルを持った構成員

（教員や職員）が実務を中心に活躍する組織もあ

る。センター長、構成員としての教員、職員がど

のような状態であるかが組織の特徴を表し、かつ

組織構造の強さを示す。以上を踏まえ、< セン

ター責任者 > を 4 観点、< センター教員 > と < セ

ンター職員 > を各 3 観点とした結果、【組織構造】

カテゴリーの観点数が「直訳版」に比べて大幅に

増加したのである。とりわけ各サブカテゴリーに

共通する観点が、〔時間と安定性〕と〔専門性〕

である。構成員に兼任者が多いからこそ、セン

ター業務にかけられる時間の確保や、担当者の変

更を少なくすること、教育開発に関わる知識修得

を促すことが重要となる。

　次に大きな変更点は、〔協働・パートナーシッ

プ〕を〔センター内の連携・協働〕〔学内の連携・

協働〕〔学外資源の活用〕の 3 観点に分解し、〈学

内外の協力〉としてまとめた点である。誰との連

携・協働なのかを明確に分けた形だ。兼任教職員

が多くなると、自ずとセンター内のコミュニケー

ションも希薄となり連携・協働がしにくくなるた

め、センター内の連携・協働の度合いは重要にな

る。また、学外者に協力を仰ぐことによって教育

開発を推進することもできる。

(2)【資源分配とインフラ】

　「直訳版」は 5 観点だが、「日本版」では 5 サブ

カテゴリー、7 観点に増加した（資料 2）。

　これは、< 広報活動と評判 > を〔学内広報〕〔学

外広報〕〔評判〕の 3 観点に分解したためである。

日本のセンターは、学内の教育開発を推進するだ

けでなく、全国の拠点的位置づけ等により学外の

教育開発を支援するミッションを持つところもあ

る。どちらか一方を行う組織もあれば、両方を目

指す組織もあり、一概に評価することは難しい。

従って、広報に関する評価を〔学内広報〕と〔学

外広報〕に分けて観点化することにより、セン

ターのミッションに合わせて評価観点を選択でき

ることが望ましいと考えた。

(3)【プログラムとサービス】

　「直訳版」は 6 観点だが、「日本版」では 7 サブ

カテゴリー、11 観点に増加した（資料 3）。

　まず、< プログラムの範囲 > を〔学内〕と〔学

外〕に分解している。これは【資源分配とインフ

ラ】において広報活動を学内と学外に分けた理由

と同じである。

　次に、全く新しいサブカテゴリーとして < 対象

とするレベル > を追加し、それを〔ミクロレベ

ル〕〔ミドルレベル〕〔マクロレベル〕の 3 観点に

分解した。日本の組織的な教育開発実践には重層

性があることが指摘されており（佐藤，2015）、

それを意識した教育開発を推進することが望まし

いと考えたためである。すなわち教員個人単位の

教育開発の支援、学部・学科・コースといった部

局単位のカリキュラムやプログラム開発の支援、

全学単位の教育に関する制度設計の支援の程度に

ついて評価しようとするものである。

(4) ガイドライン

　「日本版」の有効活用を推進するために「ガイ

ドライン」も作成した（資料４）。ここには、本

基準を作成した背景、評価の目的、6 段階で評価

する理由と方法、センターが教育開発支援を目的

とした組織を対象としていること、各カテゴリー

別のわかりにくい評価基準の解説、課題達成の方

法を明記した。

　4. まとめ

　累計 36 名のセンター教職員の協力を得ること

で日本版 CTL アセスメントツール（日本版 CTL

アセスメント基準および活用ガイドライン）の完

成に至ることができた。本研究の最大の課題は、

本ツールの活用法や、活用の有効性を検証できて

いないことである。今後は、本ツールを実際に活

用した結果、どのような組織的課題を見出し、ど

のように改善策を立案できるかについて明らかに

していきたい。また、複数大学の評価結果を共有

することで、ベンチマークを可能にし、そこから
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自大学センターの改善方策を導き出せるようにす

るような取り組みも推進していきたい。
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資料 1　日本版 CTL アセスメント基準【組織構造】
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資料 2　日本版 CTL アセスメント基準【資源分配とインフラ】
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資料 3　日本版 CTL アセスメント基準【プログラムとサービス】
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「日本版 CTL アセスメント基準」の活用ガイドライン

CTLA 研究会

2021 年 3 月 13 日

　１．日本版 CTL アセスメント基準策定の背景

　本基準は、アメリカ教育評議会（American Council on Education：略称 ACE）が 2017 年に開発し、さ

らに ACE メンバーと POD ネットワーク（Professional and Organizational Development Network in 

Higher Education）メンバーによるフィードバックを受けて 2018 年に更新された「A CENTER FOR 

TEACHING AND LEARNING MATRIX」を翻訳し、かつ日本の文脈に合うように修正し策定したものです。

　日本においても教育開発を担うセンター（大学教育センター等、以下センターと略記）が 2000 年代

から急増し、2005 年調査では 24％、2017 年調査では 55％の大学が設置しているとされます。また同

2017 年調査では、設置していない大学のうち 89％の大学は今後の設置も検討していないことを示して

おり、設置を検討している 11％の大学においても 2020 年内に設置予定としたところが 75％となって

いることから（川島，2020）、2020 年現在センターを必要とする大学においてはほぼ設置が完了した

と考えられます。しかし、個別のセンターの状況を明らかにし、センターの方針立案や課題設定を助

けるための評価基準はなく、センターの構成員は暗中模索の中で学内の教育開発を推進しています。

　本基準は、そのような方々に参考となる１つの指針を提供し、自身の組織ができていることや、こ

れから達成していくべきことについて示唆を得られるようにするためのものです。学内の構成員同士

で評価しあったり、評価結果について他大学の教育開発担当者と議論したりすることで、現状の分析

や今後の課題を明確にすることができるでしょう。

　２．本基準活用にあたっての全体に関わる説明

　●�何のために評価するのか 

　本評価は、センターの現状を分析し、課題を明らかにすることを最大の目的としています。し

たがって正確に評価するということよりも、評価した結果から、組織の現状とこれからについて

組織的に考えることに重点が置かれます。センターメンバー全員で年に 1 回これを用いて評価し

議論するなど、コミュニケーションツールとしても活用できるでしょう。参考にしたい優れた他

大学のセンターについて知るためのベンチマーキングツールとしても使うことも考えられます。

　● �3 つの基準と 6段階評価について 

　各評価観点は、「立上期 (1) ／発達期 (2)」、「熟達期 (3) ／機能期 (4)」、「達成期 (5)/ 模範期

(6)」という 3 つの基準が 6 つの段階で示されています。ここで、1 と 2、3 と 4、5 と 6 の違い

をどのように判断し評価すればよいかと戸惑うかもしれません。米国においては、6 段階で評価

するというよりも、むしろ 3 段階で評価することを意図してつくられているようです。しかし、

私たちは日本版を作るにあたり、あえて 6 段階で考えるとどうなるかと評価者自身が自問自答

してもらうフォーマットとしました。こうすることで、より明確に現在を評価できると考えた

ためです。例えば、ある観点について発達期 (2) という評価をするとき、立上期 (1) よりは成長

しているが、熟達期 (3) に達したとは言い難いと考え、どうすれば熟達期 (3) に達せられるかと

課題を検討するでしょう。あるいは、熟達期 (3) であるならば、一足飛びに発達期 (5) にするた

めにどうすればよいかと考えるよりも、その手前の機能期 (4) にたどり着くにはどうすればよ

いかとスモールステップで課題設定することができるはずです。 

　なお、得点評価（量的な評価）は細かい観点でしていただきますが、「できていることや、良

い点」「今後の課題」（質的な評価）は大きな観点でしていただくようにしています。また評価

がつけられない項目については、得点無記入で構いません。（例えば、学外向けのサービス提供
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をミッションとしていないセンターの場合は、No.23 や No.26 は無記入になるでしょう）

　●�センター（部門）について 

　本評価指標は、CTL が持つ教育開発（支援）機能に焦点化して評価します。大学によっては

センターの下部組織として、教育開発（支援）部門や学習支援部門、ライティングセンターなど

の機能も持たせるところがあります。本評価はこの中でも教育開発（支援）部門あるいは、その

機能についてのみ対象とします。そのことをわかりやすくするために単に「センター」とするの

ではなく、「センター（部門）」と表記しました。また「他センター（部門）」が想定しているの

は、学習支援センターや情報メディアセンター、図書館など、教育開発（支援）に関わる多様な

センターや部門になります。

　３．活用にあたっての各項目に関する説明

（１）組織構造

No.2
ミッション、ビジョン、目標などについては、センターの規定や、活動計画を確認して評価すること

ができます。評価の結果、規定や活動計画を修正することも想定されます。

No.4-7

センターの責任者を誰と位置付けるかは、組織によっても異なります。機構長、センター長、部門長、

室長など、様々な役職が想定されます。ここにおけるセンターの責任者とは、教育開発に関わる部門

の責任者を指します。

No.8-11

他

センター教員やセンター職員について、構成員“全員”が基準に該当する必要があるか、あるいは“1

人でも”基準に該当するものがいればよいかについては評価者の考え方によって異なります。どちら

の基準で評価する方が課題を明確にしやすいかという観点で評価者自身が判断することを推奨します。

No.17 活動の記録とは、ニュースレターや FD 報告書などを指します。

（２）資源配分とインフラ

No.18
外部補助金とは、文科省の競争的資金などを指します。場合によっては、大学全体として外部補助金

を獲得し、それを大学割当予算としてセンターに付与することも考えられます。

No.19 
ここでの執務場所とは、教員個人に割り当てられる研究室ではなく、センターとして組織的に活用す

ることができるスペースを指します。

No.19

テクノロジーによる環境整備、教育的なテクノロジーの実装とは、例えば Wi-Fi や電源設備、プロ

ジェクターやスクリーン、クリッカー等の教育に活用できる様々なテクノロジーが使用できるように

整備されていることを指します。

No.21 ビジュアル資料とは、リーフレットや電子資料など見た目にもこだわった資料を指します。

（３）プログラムとサービス

No.25

以降

プログラムとサービスの違いについてです。プログラムとは単発的あるいは連続的な研修プログラム

を指します。サービスとは、コンサルティングサービスなど常時提供されるものを指します。

No.30
「学外の広い聴衆に広がっている」とは、WEB サイトなどを通じて広く外部に情報を発信したり、大

学間連携をしたり、拠点として活動したりすることも含みます。

No.32 実装とは、自分たちの文脈に沿うように取り入れ、実践することを指します。

　４．�課題をいかに達成していくか 

　評価の結果、センターの課題をいかに達成していけばよいかと頭を悩ませる人も多いと思い

ます。組織内でその方法を話し合うことの重要性はもちろんですが、本アセスメント結果につ

いてベンチマークとなる他の大学の関係者に話を聞いても良いでしょう。また日本高等教育開

発協会では、センターを発展させていくためのティップスの開発も進めていますので、ご期待

ください。
以上


